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準 社 員 ・ Ｂ タ イ ム  就 業 規 則  

 

第１章  総   則 

第 １ 条（目 的） 

この就業規則は、本会社の準社員の就業に関する事項を規定する。 

準社員は法令に定められたものの外すべてこの規則に従って勤務する。 

第 ２ 条（準社員・Ｂタイムの定義） 

この規則で準社員とは第５条に定める手続を経て採用され第４章に定める勤務形態の者をいう。 

第 ３ 条（異 動） 

会社は業務上の都合で職場及び職種の変更を命ずることができる。 

第 ４ 条（届 出） 

下記の事項に変更があったときは速やかに届出ること。 

１ 現住所 

２ 通勤の方法 

３ その他必要な事項 

 

第２章  採   用 

第 ５ 条（応募者の提出書類） 

応募者は下記の書類を提出すること。 

１ 履歴書及び写真 

第 ６ 条（採用後の提出書類） 

採用者は速やかに会社所定の契約書を提出すること。 

 

第３章  服 務 心 得 

第 ７ 条（服務規律） 

会社の規則、社命、社達を守り上司の指示命令に従って自己の職務に精励すること。 

第 ８ 条（集会の届出） 

社内に於いて業務外の集合、会合等を行なう場合は予め会社の許可を受けること。 

第 ９ 条（物品の持出） 

会社の書類、図面、機械等を許可なく他に示し或いは外に持出してはならない。 

 

第４章 雇用期間及び勤務時間 

第１０条（雇用期間） 

雇用期間は定年退職時（満６１歳の誕生日前日まで）とする。 
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但し、定年に達した者が引き続き勤務を希望するときには、引続き契約期間を延長することがで 

きる。この場合であっても、延長することができる期間は満６５歳の誕生日を迎える日の前日ま 

でとする。 

第１１条（勤務日数及び勤務時間） 

勤務時間は１日７時間以下、１週間３０時間～３５時間とする。 

但し、季節又は事業所、職場の態様により始終業時刻を変更する場合がある。 

１ 始業 午前９時 

２ 終業 午後４時５０分 

第１２条（休憩時間） 

休憩は１２：００～１２：５０／１７：０５～１７：２０とし自由に利用できる。 

 

第５章  出退社・遅刻・欠勤・早退及び外出 

第１３条（出 社） 

定刻までに出社し就業の準備を完了し勤務時間を守ること。 

第１４条（退 社） 

退社は自己の職場及び周囲を整理点検の上、退場すること。 

第１５条（遅刻・早退・私用外出） 

所定の様式により所属長に届出て承認を得ること。 

第１６条（欠 勤） 

特別の事情がない限り予め理由及び日数を所定の様式により所属長に届出て承認をとること。 

第１７条（出退社の記録） 

出退社に際しては所定の勤怠管理表に自ら時刻を記録するものとする。 

第１８条（入場禁止事由） 

次に該当する者は入場を許さないか又は、退場させることがある。 

１ 会社の風紀秩序を乱す者 

２ 衛生上有害と認められる者 

 

第６章 休日及び休暇 

第１９条（休 日） 

休日は会社が定める年間就労日規定をベースとし、全ての土曜日を休日とする。それを超える休

日については契約時に予め明示するものとする。 

第２０条（年次有給休暇）  

年次有給休暇は前年度の出勤率が８割以上の者、または入社した者に対し下記条件に従い与える 

ものとする。 
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１ 年次有給休暇発生基準日は、４月～９月に入社した者は１０月１日を基準日とし、１０ 

月～３月に入社した者は４月１日を基準日とする。 

その４月か１０月を基準として下記の年次有給休暇付与日数の通り年次有給休暇を与える。 
※２０２３年５月１日以降入社の者に適用する。 

ただし、２０２１年６月３０日以前に入社した者はこの限りではない。 

２ 年次有給休暇の残日数は、当年発生分に限り翌年に繰越使用することができる。 

３ 保有するすべての年次有給休暇は、１日を２回に分割して使用することができる。 

 この時、１回の使用単位は①始業から昼休みまで②昼休みから終業までとする。 

 

【年次有給休暇付与日数】 

 

 

 

 

 

 

 

第２１条（年次有給休暇請求手続） 

年次有給休暇を受けようとする者は、事前に所定の手続きにより所属長に申出るものとする。 

但し、業務の都合により期日を変更させることがある。 

第２２条（欠勤の振替） 

欠勤は年休の限度に於いて振替えることができる。 

その場合速やかに所定の手続をとること。 

第２３条（特別休暇） 

   次の場合本人の申し出により特別休暇を与える。 

１ 結婚休暇 本人結婚のとき         ５日以内（公休） 

子女結婚のとき         ２日以内（公休） 

２ 忌引休暇 父母配偶者又は子が死亡したとき ５日以内（公休） 

       三親等以内のものが死亡したとき １日以内（公休） 

３ 女性準社員は、会社に申し出ることにより、下記の母性健康管理の措置を受けることができ

る。 

1）生理休暇 生理日の就業が著しく困難なとき女子が休暇を請求した場合必要日数（公休） 

2）産前休暇 出産のため      産前６週間以内（無休）  

但し多胎妊娠の場合は１４週間 

3）産後休暇 出産の日から     産後８週間（無休）  

入社後６ヶ月 ： １０日 

勤続１年を超えた基準日 ： １１日 

勤続２年を超えた基準日 ： １２日 

勤続３年を超えた基準日 ： １４日 

勤続４年を超えた基準日 ： １６日 

勤続５年を超えた基準日 ： １８日 

勤続６年を超えた基準日 ： ２０日 
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   但し６週間を経過して医師の診断書を提出して就業を申し出た時はこの限りではない 

 4) 妊娠中の通院休暇 妊娠している女性従業員より請求があった場合、生理休暇に代わる 

ものとして休暇を与える。１ヶ月に２日以内は公休扱いとする。 

     5) 休憩の措置 妊娠中の女性が、勤務中、業務に負担を感じる場合は、本人の請求により 

             適宜休憩することを認める。 

     6) その他 上項のほか男女雇用均等法における母性健康管理の措置を講じる。（無給）  

４ 隔離休暇  伝染病予防法適用地域内に居住するとき      隔離期間（有休） 

５ 公務休暇  公職につくときまたは公職に立候補するとき  必要期間（無休） 

 

第７章 出   張 

第２４条（出張手続） 

出張を命ぜられた者は、あらかじめ所定の手続きにより所属長の承認を得るものとする。 

第２５条（出張の報告） 

遠距離出張した者は、帰着後３日以内に所定の出張報告書により出張に関する報告をしなければ 

ならない。 

但し、据付、試運転、その他現場作業のため長期出張した者は、出張中所定の作業日報により、 

１週間に１回以上所属長に報告するものとする。 

第２６条（出張中の予定変更手続） 

出張中に用務の都合又は止むを得ない事情により出張予定を変更する場合は、あらかじめ（緊急 

のときは電話、電報利用）会社の承認を得るものとする。 

第２７条（出張旅費） 

日当及び宿泊費は、当社旅費規定の一般職に準ずる。 

割増手当の早朝、深夜、早朝出門、帰着、昼食代、運転代、休日移動は支給しない。 

第２８条（出張時の早朝・帰社移動） 

出張時の早朝移動と帰社移動にかかる時間は、時間給の計算の対象とする。 

 

第８章 給   与 

第２９条（給与の構成） 

１ 給与は時給制とし別途定める。 

２ 構成は次の通りとする。 

(1)出 勤 給 

(2)通勤手当 

第３０条（計算期間と支払） 

前月の１日から前月末日までとし当月２０日に直接通貨を以て支払う。 

但し、従業員から希望のあった場合には、銀行・郵便局振込にて支払う。 
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支払日が休日に当たるときはその前日に支払う。  

 

第３１条（負担金の控除） 

給与支給の際、法令に定められた負担金は各自の給与から控除する。 

第３２条（出勤給） 

時間給×出勤時間数とし、出勤時間数は１分単位として計算する。 

第３３条（出勤給の昇給） 

１ １年以上勤続した準社員Ｂタイム労働者については、勤続年数に応じて昇給を行なう。但

し、満６１歳以降の雇用契約については、昇給は行なわない。（満６１歳の誕生日前日の時

給単価を継続するものとする。） 

２ 昇給は、原則として年１回とし、４月１日付にて実施する。 

第３４条（時間外手当・休日手当・深夜勤務手当） 

１ 所定勤務時間外に法定時間超え（１日の勤務時間で８時間を超えた時間）勤務した場合は 

１分間につき次の通り支給する。 

・１か月６０時間以下の時間外労働について 

       時  間  給  

          ６０ 

    ・１か月６０時間超えの時間外労働について（法定休日に行なった労働時間は含めない） 

       時  間  給 

          ６０ 

２ 法定休日に勤務した場合は１分間につき次の通り支給する。 

       時  間  給 

          ６０ 

３ 深夜勤務の場合は１分間につき次の通り割増支給する。 

       時  間  給 

           ６０ 

※各手当１ヶ月あたりの集計単位も１分単位とする。 

第３５条（有給休暇の給与） 

出勤したものとして計算する。 

第３６条（公休の給与） 

支給しない。 

第３７条（業務上の傷病による中退） 

所定時間就業したものとして計算する。 

第３８条（通勤手当） 

×１．３５ 

×０．２５ 

 

×１．２５ 

×１．５ 
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通勤手当の支給基準については、別に定める「MHR10-0330-70010 通勤規程」によるものとする。 

 第３９条（賞与及び退職金） 

支給しない。 

 

第９章 休職、休業、退職及解約 

第４０条（休 職） 

会社は、従業員が下記の事項に該当するときは休職を命ずる。但し、業務上の傷病により治療中 

の者はこの限りではない。また、私傷病休職の場合には医師の診断書を提出しなければならない。 

尚、育児休業ならびに介護休業については、別に定める育児休業に関する協定書ならびに介護休 

業に関する協定書の定めるところによる。 

１ 私傷病休職 

イ 私傷病のため引続き欠勤が３ヶ月を経過したとき 

ロ 類似の事由による私傷病による欠勤が過去１年間で通算して６０日を超過したとき 

２ 自己休職 

傷病以外の自己の都合により引き続き欠勤１ヶ月を経過したとき 

３ 公務休職 

公職就任のため職務に専念できないとき 

４ その他の休職 

会社が業務上必要と認めたとき 

第４１条（休職期間） 

休職期間は下記の通りとする。 

１ 私傷病休職の場合 

イ 勤続１年未満の者       ２ヶ月間 

ロ 勤続３年未満の者       ６ヶ月間 

ハ 勤続３年以上の者       １年間 

ニ 結核の場合          ３年間 

但し、第４１条１－イ項に該当した場合には、３ヶ月間の範囲で延長することができる。 

２ 自己休職の場合          ２ヶ月間 

３ 公務休職の場合          その任期期間 

４ その他の休職の場合        必要と認めた期間 

第４２条（復職及び休職期間の勤続年数への算入） 

   復職及び休職期間の勤続年数への算入は下記の通りとする。 

１ 休職の理由が消滅したときは復職させる。休職期間は勤続年数に算入しない。但し、会社都 

合による休職期間、労使協定において勤続年数に算入することを認めている休職については 



マイスティアヒューマンリレーションズ株式会社 

文書名： 準社員・Ｂタイム 就業規則  人事規則集 

   作成部署：総務人事センター 

   保管部署：総務人事センター 

文書番号： MＨＲ１０－０３３０－７００６６－０３  全項数：11 

 

7 

その限りではない。 

２ 私傷病休職の場合には、復職にあたり医師の診断書を提出しなければならない。 

第４３条（休職期間の延長） 

特に会社が認めたときは、第４２条の規定にかかわらず休職期間を延長することがある。 

第４４条（休職期間中の給与） 

支給しない。 

第４５条（休 業） 

   派遣契約による就業をしている従業員について、労働者派遣契約の契約期間内に労働派遣契約が 

終了したとき、次の派遣先を見つけられない等、会社の責めに帰すべき事由により一定期間の継 

続又は断続した自宅待機による休業を命ずることがある。 

第４６条（休業期間中の給与） 

   前条の休業期間中は労働基準法に定める休業手当を支給する。 

第４７条（退 職） 

退職するときは２週間前までに理由を記載した退職願を所属長を経由して会社に提出し、会社の 

承認を得るものとする。 

第４８条（定年退職） 

１ 定年は満６１歳の誕生日の前日とし、定年に達した日をもって退職とする。但し、定年に達 

した者が引き続き勤務を希望し、解雇事由又は退職事由に該当しない者であって、高年齢者 

雇用安定法一部改正法附則第３項に基づきなお効力を有することとされる改正前の高年齢者 

雇用安定法第９条第２項に基づく労使協定の定めるところにより、次の各号に掲げる基準 

（以下「基準」という）のいずれかに該当する者については、満６５歳の誕生日の前日まで 

再雇用し、基準のいずれかを満たさない者については、基準の適用年齢まで継続雇用する。 

イ 引き続き勤務をすることを希望している者 

ロ 過去１年間の出勤率が８０％以上の者 

ハ 勤務に支障のない健康状態である者 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる期間における当該基準の適用については、同表 

の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ右欄に掲げる年齢以上の者を対象に行なうものとする。 

 

 

 

 

 

 

第４９条（解 雇） 

会社は従業員が下記の事由に該当したときは解雇することができる。 

１ 医師の診断にもとづき精神または身体の障害により勤務に耐えないと認めたとき 

平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日まで ６１歳 

平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日まで ６２歳 

平成３１年４月１日から平成３４年３月３１日まで ６３歳 

平成３４年４月１日から平成３７年３月３１日まで ６４歳 
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２ 休職期間が満了し、なお出勤が不可能と認めたとき 

３ 刑事事件で有罪が確定し、会社が解雇を妥当と認めたとき 

４ その他前各項に準ずる程度の止むを得ない理由又は事業経営上止むを得ない都合があるとき 

 

第１０章 教  育 

第５０条（教育） 

従業員は、技術、知識の向上、技能の錬磨のため、会社の教育計画によって教育を受けることが 

ある。 

第５１条（キャリアアップに資する教育訓練） 

   １ 会社は、すべての派遣従業員に対して、キャリアアップに資する知識を高め、技術の向上を 

図るため必要な教育を行なう。 

   ２ 派遣従業員は、会社が行なう教育の受講を命じられたときは、正当な理由なくこれを拒むこ 

とはできない。 

   ３ キャリアアップに資する教育訓練は、原則として所定労働時間内に実施するものとする。訓 

練が所定労働時間外に及ぶときは、所定外労働として賃金を支給する。また、会社の休日に 

行なわれるときは、あらかじめ他の労働日と振り替える、若しくは休日労働として賃金を支 

給する。 

   ４ キャリアアップに資する教育訓練は、原則として会社の事業所内で行なうこととするが、止 

むを得ない理由がある場合は、キャリアアップに資する自主教材の提供または eラーニング 

の活用等により、教育訓練を行なう場合がある。会社の事業所外で行なう教育訓練について 

は、当該教材の学習または eラーニングに必要とされる時間数に見合った手当の支給を行な 

うこととする。 

   ５ キャリアアップに資する教育訓練において、次のいずれかに該当する者は、受講済みである 

として取扱うこととする。 

イ 過去に同内容の教育訓練を受けたことが確認できる者 

ロ 当該業務に関する資格を有している等、明らかに十分な能力を有している者 

 

第１１章 安 全 衛 生 

第５２条（安全衛生） 

準社員は常に災害防止に努め健康的な作業環境を保持するため、安全衛生に関する諸規程を守り

相協力して作業をしていかなければならない。 

第５３条（業務上の傷病届出） 

業務上の事由により負傷または病気にかかったときは、すみやかに会社に届出なければならない。 

第５４条（伝染病の届出） 
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準社員は本人または同居人が法定伝染病にかかりまたはその疑いのあるときは、直ちにその旨を

会社に届出て適当な予防処置を受けるものとする。 

第５５条（衛生上の就業禁止） 

会社は準社員に対して安全衛生上必要と認めたときは、医師の診断にもとづき就業を禁止するこ

とがある。 

第５６条（健康診断） 

準社員は年１回以上定期的に会社の行なう健康診断を受けなければならない。 

 

第１２章 災 害 補 償 

第５７条（災害補償） 

１ 準社員が業務上の事由により負傷・疾病・廃疾または死亡したときは、労働基準法および法 

令の定めるところにより下記の補償を行なう。但し、同一の事由により労災保険法 

によって保険給付を受けるときはその価額の限度において補償しない。 

イ 療養補償 

ロ 休業補償 

ハ 障害補償 

ニ 遺族補償 

ホ 葬 祭 料 

ヘ 打切補償 

   ２ この規定による補償を行なったとき、同一の事由についてその価額の限度におい 

て法による損害賠償は行なわない。 

第５８条（補償の例外） 

準社員が下記の事項に該当する原因で業務上負傷または病気にかかったときは、行政官庁の認定

を受けて休業補償または障害補償を行なわないことがある。 

１ 本人の故意または重大な過失によるとき 

２ 本規則に違反したとき 

第５９条（通勤災害） 

準社員が通勤途上の交通事故等により災害を受けたときは、労災保険法の規定の範囲で補償を行

なう。 

 

第１３章 表   彰 

第６０条（提案表彰） 

準社員の会社業務範囲に属する新規の提案に対する表彰及び取扱いについては別途定める。 

第６１条（篤行表彰） 
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準社員が下記の事由に該当する篤行があったときは、その都度表彰または新年度初日にてする。 

１ 会社の名誉または準社員の模範となる善行をおこなったとき 

２ 火災その他の発生を未然に防止しまたは非常の際に特に功労のあったとき 

３ その他前項に準じ表彰に値すると認められたとき 

第６２条（表彰の方法） 

表彰は表彰状を授与し賞品または賞金を付することがある。 

 

第１４章 懲   戒 

第６３条（懲 戒） 

会社は準社員が下記の事由に該当するときは懲戒処分を行なうことができる。 

１  正当な理由なくしばしば上長に反抗しまたは業務上の命令・指示を守らなかったとき 

２  正当な理由なくしばしば遅刻・早退または無断欠勤したとき 

３  勤務時間中許可なく外来人と面会したりまたはみだりに職場を放棄したとき 

４  勤務に関する手続をしばしば怠りまたは偽ったとき 

５  素行または勤務不良で同僚に悪影響をおよぼすおそれのあるとき 

６  重要な経歴を偽りその他の不正な手段を用いて会社に雇用されたとき 

７  故意または重大な過失により会社業務に不利益を生ぜしめたとき 

８  許可なく会社の物品を持ち出したり、持ち出そうとしたとき 

９  作業中に私物の作成修理をしたとき 

１０ 会社の名誉あるいは信用を著しく傷つける行為をしたとき 

１１ 故意または重大な過失により機械工作物その他会社の設備・器具をき損または紛失したと 

   き 

１２ 業務上の怠慢または監督不行届により火災・傷害その他重大な災害事故を発生させたとき 

１３ 安全衛生規則に違反または保健衛生に関する指示に従わないとき 

１４ その外、前各項に準ずる程度の不都合な行為をしたとき 

 

第６４条（処 分） 

処分は下記の通りとする。 

所轄労働基準監督所長の認定を受け即時解雇するかまたは認定を受けないときは労働基準法に定 

められた手続により解雇する。解雇された者はすべての特典を失う。 

第６５条（損害の弁償） 

準社員が故意または重大な過失により会社に損害を与えたときは、損害の一部または全部を弁償

させることがある。 
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第１５章 職 場 環 境 

第６６条 社員就業規則１７章（職場環境）を適用する。 

第６７条（規則の施行） 

本就業規則は２０１８年４月１日より実施する。 

以   上 

 

改訂履歴 

日付 改訂番号 理由 作成 承認 
2018/4/1 -01 新規発行した。 

本規程は２０１８年４月１日より実施する。 
近藤かおり 取締役会 

田中 泉 
2018/11/22 -02 第２３条（特別休暇）３項に母性健康管理についてまとめて記載し、旧３

項、４項、５項を削除し、旧６項、７項をそれぞれ４項、５項へ繰り上げ

た。 

第３８条（通勤手当）条文を全削除し「通勤規程」によるものとするに

変更 

第４０条（休職）１項 就業規則同様にイ号を削除しロ号をイ号へ、ロ

号を追加。 

第６１条（篤行表彰）表彰時期に「新年度初日」を追加した。 
第１５章職場環境、第６６条から第６９条を追加 

第６６条を第７０条へ繰り下げ。２０１８年１１月２２日改定実施する。 

田中 泉 取締役会 
田中 泉 

2019/1/25 -03 第６６条を「社員就業規則１７章（職場環境）を適用する。」とし、第６

７条から第６９条を削除。 
第７０条を第６７条へ繰り上げ。 
２０１９年１月２５日改定実施する。 

田中 泉 田中 泉 
取締役会 

2021/9/30 -01 文書番号体系の見直しにより、旧文書番号 
UHR10-0330-70066-03 を MHR 版に修正し、新規発行。 

柳原伸一 右田耕一 

2023/04/01 -02 第３４条の表題（時間外手当)を(時間外手当・休日手当・深夜勤務手当)に

変更。時間外手当について月６０時間以内・６０時間超に分け、６０時間

超えの計算式を追記。深夜勤務の「１５分間につき」という文言を「１分

間につき」と変更。「※各手当１ヶ月あたりの集計単位も１分単位とする」

という文言を追記。 

松井良子 右田耕一 

2023/05/31 -03 第２０条（年次有給休暇） 

１項 ４月～９月に入社した者は基準日を「４月」から「１０月１日」へ

変更した。１０月～３月に入社した者は基準日を「１０月」から「４月

１日」へ変更した。「※２０２３年５月１日以降入社の者に適用する。

ただし、２０２１年６月３０日以前に入社した者はこの限りではな

い。」の一文を追加した。 

【年次有給休暇付与日数表】の「入社日：３日」を削除し、「入社後６

ヶ月：７日」を「１０日」へ変更した。 

「勤続 1 年６ヶ月以上の者」を「勤続１年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続２年６ヶ月以上の者」を「勤続２年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続３年６ヶ月以上の者」を「勤続３年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続４年６ヶ月以上の者」を「勤続４年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続５年６ヶ月以上の者」を「勤続５年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続６年６ヶ月以上の者」を「勤続６年を超えた基準日」へ変更し

た。 

黒田友美 右田耕一 

 


